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1 はじめに
空間的相互作用モデル群 (Wilson，1967)で代表される集計モデルの地理的移転性(geographical 
transferability)に関する問題は，このモデル群に関する重要な問題のひとつとして， 1970年代以降，
議論の対象とされている (Curry，1972). ここで，地理的移転性とは，ある地点で、パラメータを推
計する際に用いたモデルが，他の地点でも利用可能であることをさす.また，集計モデルの地理的移
転性の問題と，地図パターン問題は，表裏一体の関係にある.すなわち，集計ーモデルが地理的に移転
可能な場合，このモデルが，モデルを適用した地域の空間構造と無関係であるとされる一方で，地図
ノfターン問題では，発地や若地の空間的な配置が距離減衰パラメータ{直に影響を与えると考えられて
いるからである.
Fotheringham (1983)は，集計モデlレが地理的に移転可能であるとする立場から，競合着地モデル
を開発した.すなわち， Fotheringhamは，着地問の競合を考慮、できるように，発生制約モデルに近
接性の項、を導入することで，モデルの移転可能性を計ったのである.その後，競合着地モデルの移転
可能性とその問題点の双方が，様々な研究者によって議論されている(矢野， 1986; Ishikawa， 1987 
; Ewing， 1986; Desta and Pigozzi， 1991).一方，集計モデルが地理的に移転不可能であるとする立
場では，地図パターン問題を起こしている空間的自己相関が距離減衰パラメータ推計値に混入してい
ることを所与として，パラメータ推計値に混入している空間的自己相関の除去を試みている(Cliff 
and Ord， 1975， 1981; Griffith and Jones， 1980; Upton and Fingleton， 1985). すなわち，着地問や
発地問の空間的自己相関を，距離減衰パラメータ値の特定を妨げている，一種のノイズとして解釈で
きるからである(奥野， 1981， 1988). 
このように，集計モデルの地理的移転性に関する研究は枚挙に暇がないが，多項ロジットモデルで
代表される非集計モデルの地理的移転性の問題に関しては，これまで議論される機会が限られてい
た1) 非集計モデルの地理的移転性が議論される機会が少なかった理由として，このモデルが，集計
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モデルに比べて，比較的近年に開発されたことが考えられる. したがって，本稿では，非集計モデル
の地理的移転性の問題を展望する.なお，本稿では，多項ロジ yトモデル (multinomiallogit model) 
と分解的多属性選好モデル (decompositionalmultiattribute preference moclel)の地理的移転性にのみ
焦点をあてる.このことは，荷モデルが従来の地理学的な研究で広く利用されている事実をかんがみ，
これら二つのモデルに論点を絞ることが妥当であると考えたためである.
本稿の構成は以下の通りである. まず次章において，多項ロジ y トモデルと分解的多属性選好モデ
ルの特性を概観した後に，これら二つのモデルの地理的移転性について論じる.つぎに，自主主におい
て，非集計モデルが地理的に移転可能であるとする認識論的な背景を， [l寺!日j地理学と対比することで
議論する.最後に 本稿で述べられた議論の総括として，非集計モデル研究者がとるであろうこれか
らの指針について若干述べる.
E 非集計モデルの地理的移転性
本章では， まず，多項ロジットモデルの地理的移転性を論じる.そのi療に，多項ロジットモデルを
地理的に移転可能にする手法として，ネステイ y ドロジ y トモデルと近接性の項を導入した多項ロ
ジットモデルを示す.つぎに，分解的多属性選好モデルの地理的移転性を議論する.なお，本稿では，
今後，特別に断りがない限り，ロジットモデルは多項ロジットモデルをさし，選好モデルは分解的多
属性選好モデルをさすものとする.
ll-1 .ロジットモデルの場合
ロジットモデルの地理的移転性を論じる前に，ロジットモデルの定式と特徴について言及する.
一般に，ロジットモデルを，式(1 )のように表わせる (McFaclden，1974). 
P/;=exp( 11;)/三)exp( 1) 
ここで， P/;: 1毘人tが選択肢iを選択する確率，
1; :選択肢tがあたえる効用，
lぅ:選択肢jがあたえる効用.
、 、 ， ， ， ，???
式(1 )で示したように，ロジットモデルにおいて，ある個人tは各選択肢jからえられる効用を考
慮し，それらの選択肢の中から最大の効用を与える選択肢1を確率的に選択すると仮定されている.
さらに，特定の選択肢tを最終的に選択する以前に，俗人tが利用可能な全ての選択肢jを認知して
いるとする点が，ロジットモデルの重要な仮定である.
ロジットモデルを最も特徴づける問題として， IIA公理 (Independenceof irrelevant alternatives 
axiom) をあげることができる. また，ロジットモデルを地理学的な研究に応、用した場-合， IIA公理
の問題を地図パターン問題として再認識することができる2) この IIA公理では，二つの選択肢tとj
を選択する確率の比が第 3の選択肢から独立であると仮定されている (Luce，1959). 個人tが選択
肢1を選択する確率を P/;で表す一方で，個人tが選択肢jを選択する確率を PIfで表した場合に，選
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択肢tとjを選択する確率の比が第 3の選択肢を選択する確率からの独立していることを式(2 )で
示すことができる.
P1!/PIj= [exp(VJ/ lexp(vi)+exp(tう)IJ/ [exp(tう)/1 exp( V!)十exp(Vj) IJ
ニexp(v-¥う) ( 2 ) 
いわゆる「赤パス青パス問題」は IIA公理の欠陥を示した典型的な事例といえる (Domencichand 
McFadden. 1975). しかし，この問題は，以下で示すネスティッドロジットモデルを産み出す糸口を
与えた.ここで，赤パスと自家用車から構成されている地域交通システムを想定しよう.ただし，赤
パスを選択する Mi~率 P/W と自家用車を選択する確率 Pc は同じであると仮定する(式( 3 ). 
PRB=PC=0.5 ( 3 ) 
IIA公理にしたがえば，二つの選択肢の比PRB/PCはl.0である(式(4 ). 
PRfょ/Pc=l.。 ( 4 ) 
つぎに，新たな選択肢として，青パスをこの地域交通システムに導入しよう.青パスと赤パスが利用
者に与える効用をj弓値であると仮定した場合に，青パスを選択する確率と赤パスを選択する確率のよと
を式(5 )で表わすことができる.
Pβ/PRB= 1.。 ( 5 ) 
ここで，赤パスを選択する確率と，青パスを選択す-る確率と，自家用自動車を選択する確率の合計は
l.0である(式(6 ). 
PRJ3十Pω+Pc=l.。 ( 6 ) 
式(4)， (5)， (6)から， 3つの選択肢を選ぶ確率は各々三分のーである(式(7 ). 
p/?B=Pββ=Pc=1/3 ( 7 ) 
しかし，この地域交通システム内における変化を現実問題としてとらえた場合，赤パスか青パスを選
択する確率は 1分の 4であるべきである.すなわち，
PRB=PJ3J3=0.25 ( 8 ) 
なぜなら，赤パスと青パスは公共交通手段であり，これら 2撞類のパスから構成される公共交通機関
を選択する確率と，私的な交通機関である自家用自動車を選択する確率の比は，式(5 )で示される
ように，青パスを導入する以前の比と伺じく， l.0であるべきであるからである.すなわち，
(PRB+ PBJ3)/Pc=l.。 ( 9 ) 
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以上のことから，「赤パス青パス 1~~1題J を地図パターン問題と同義であると解釈することができる.
すなわち，「赤パス青パス問題」は交通手段の選択に関する問題を扱っているが，ロジットモデルの
地理的移転性の文脈からこの問題をとらえ直すならば，地域交通システムへ新たに導入された青パス
は，ある空間システム内においである個人が新たに認知した着地とみなすことができる.同H寺にこの
ことは， I可じ吸収性を有する新たな着地がある空間システムに導入された場合に，ロジ y トモデルを
用いて着地の選択確率を推計したならば誤った推計値を算定する可能性があることを示唆している.
換言するならば， IIA公理を緩和しない限りロジ y トモデルは地理的に移転可能でないといえる.
ロジットモデルを基本構造とする非集計モデルを用いる;場合 地図パターン問題の解決方法として
二つのアプローチカfある.一つはネステイッドロジットモデルであり もう一つはロジットモデルに
近議性項を導入する方法である3)ここで， 1発地と 3着地から構成されているこつの空間システム
を想定しよう.第 1図で示すように，二つの空間システムでは着地の配置が異なる.第 11:xJ aと異な
り，第 1図bでは着地BとCが代替可能 (substitutab!e)であると同時に，着地BとCは空間的に自
己相関している可能性が高い.ネステイッドロジットモデルでは，偶人による段階的な着地の選択を
仮定することで，第 1[豆 bにおける着地BとCの代替可能性， もしくは，若地BとCの空間的自己
相関を考慮することができる.すなわち，ネステイッドロジットモデルでは，個人は最初に，第 1図
bで表わされる空間システムにおいて，着地Aか，着地BとCのグループのどちらかを選択すると仮
定されている.つぎに，この個人が第 1段階で着地BとCのグループを選択した場合，第 2段階と
して，最終的な着地である，着地BとCを選択すると仮定されている.他方，それぞれの着地が独
立している点を強調した場合，着地問の代替可能性を近接性項によって測定できるとする考えもある.
この近接性項を導入したロジットモデルは，‘近接性項をモデルに導入しているという点において，競
合着地モデルと発想法が極めて類似している4)このことから以下で，ロジットモデルの地理的移転
性を扱った研究例を，ネステイッドロジットモデルと近接性項を導入したロジ y トモデルの二つに分
けて紹介する.
1 )ネステイッドロジットモデル
Ishikawa (1990)は，ネステイッドロジットモデルが地図パターン問題の解決方法として利用でき，
A. origin 
1 destination 
a) b) 
第 1図 二つの異なる空間構造 Different two sorts of spatial structures 
189 
このモデルが地理的に移転可能であることを実証的に示そうとした.この研究の骨子は，ネステイツ
ドロジットモデルを援用することにより，競合着地モデルの認識論的基礎となっている階層的意志決
定過程の妥当生を検証する点にあった.具体的には，沖縄県を除く 46都道府県間の人口移動を対ー象と
した研究で，移動者はまず，北海道，東北，関東といった地方を選択した後に，第 l段階で選択した
地方の中から特定の都道府県を選択するとする，段階的な意志決定過程を Ishikawaは設定した. し
かし，この研究で Ishikawaは，第 1段階の地方選択の段階で，全移動者に共通する地域構造(都道
府県群)を抽出することに失敗している. したがって， Ishikawaは試行錯誤の結果， 46都道府県を
組み合わせることで， 46都道府県から派生した移動ごとに，複数の空間構造を示している5) ここで
注目すべき点は， Ishikawaが複数の空間構造を明らかにしたことから，移動者によって認知されて
いる空間構造が移動者ごとに各々異なっているという点である. したがって，ネステイッドロジ y ト
モデルの地理的移転性は，事前に空間構造を明瞭に同定できる場合，保障されているといえよう. し
かし，ネステイッドロジットモデルを適用する以前に空間構造を同定する作業が極めてm難といえ，
この点は Ishikawaの研究結果からも明らかであろう 6)
2 )近接性項を導入したロジットモデル
競合着地モデルと同様に，近接性項をロジットモデルに導入した場合，このモデルは地理的に移転
可能であると考えられている.この際，近接性項、として，ハンセンタイプの近接性式が主に用いられ
ているほansen，1959). 一般に，ハンセンタイプの近議性項は式 (10)のように示される.
Aj=ヱj [乃Ij(dj) ] 
ただし，
Aj 地区tにおける近接性，
Pj :人口規模や，雇用機会等の活動の規模，
dj :地区 1とjI習の距離，
j (・) :距離関数.
(10) 
Borgers and Timmermans (1987， 1988)は，式(10)に示したような近接性項を導入したロジッ
トモデルとプロビットモデルの双方を用いて，パラメータ推計値に及ぼす空間構造の影響を吟味した.
シミュレーションの結果，ロジットモデルとプロピットモデルの双方において，近接性項を導入する
ことにより，空間構造が及ぼすパラメータ推定値へ影響を除去できることが明らかとなった.このこ
とは，競合蕃地モデルとl奇様に，近接性項を導入したロジットモデルやプ同ピットモデルが地理的に
移転可能なことを表わしている.ただし， Borgers and Timmermans (1987)は，近接性項を導入し
ていない通常のロジットモデルやプロピットモデルにおいても，空間構造がパラメータ推計へ及ぼす
影響は小さかったことから，これらのモデルも地理的に移転可能であることを示している.
しかし， Borgers and Timmermans (1987)が開発した近接性項を導入したロジットモデルに関して，
いくつかの間題があることも事実である.第 1の問題は，近接性項のパラメータ値を彼らが2にした
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点である.このことは，近接性項を導入したロジットモデルやプロピットモデルを用いた彼らの研究
が，古典的な重力モデルを用いて行った研究と|可じ過ちを犯していることを示している(石川， 1988， 
pp .12-27).すなわち，パラメータ値を 2に泊定する必然性はなく，このことは，さらなるモデルの
精綴化が必要なことを示唆している.第 2点として，競合着地モデルに対ーする批:]:IJと同級に，近J接妾刻，位i白2
を~導i導 尊尊A入したロジ y トモデルに関しても，多重共線性の問題があげ、られる.すなわち，近接性項を導入
したロジットモデルで もし説明変数として距離を用いたならば，近接性項と距離とのliに相関関係
があると考えられる. したがって，多重共線性を避ける策を施す必要があろう. しカか、し，彼らの{初j訪i3f衿ヲ究:¥己
ひいては，近接性3項頁を導入したロジツトモデデ、ルにi向珂けられたi最量大の批判は， このモデルを用いること
で， IIA公理を緩和できるということを Borgersand Timmermans (1987， 1988)が明示していない点
にある. したがって，ロジ y トモデルに近張性項を導入することによってもたらされるlIA公理の緩
和を理論的に明示する必要がある.
11-2. 選好モデルの場合
選好モデルは，ロジットモデルと異なる行動仮説の上に構築されている.すなわち，心理学の情報
統合理論 (informationintegration theory)が選好モデルの理論的な基礎である.情報統合理論は 3
段階の行動仮説からなる7) まず，他人は選択肢が有する全ての属性を認知する.つぎに，この個人
は認知した属性に関する情報を統合する.最後に，統合した清報をもとに，この他人は選女子を形成し，
さらに，選好に基づいて最終的に行動をおこす. Timmermans (1982， pp .172-173)は，式 (11)か
ら (13)で，この 3段階の行動仮説を示している.
Xi]二=j(Xij)
E，=g(Xij) 
Bi=h(E，) 
(11 ) 
(12) 
(13 ) 
すなわち，選択肢1の属性jの水準で、表わした式(11)のXijは客観的な物理的環境の一側面を表わし
ている. したがって，ある個人は，この客観的な物理的環境Xi]を認知した後に，認知環境 (cognitive
environment) Xりを主観的に形成する.ここで，物理的環境XIj・から認知環境X11の変換過程を認知関
数j(・)で、表わせる.つぎに，この個人は認知環境Xi]を関数g(・)で重み付けする.このことから，
式(12)で，重みイすけられた認知環境g(Xi])を，各選択肢ごとの選好尺度Eiで表すことができる.最
後に，式 (13)で示すように， h(Ei)で示した選択関数h (・)で最も高い値をとる選択肢iをこの個
人が選択することで，意志決定の最終段踏として，この個人は行動Biを起こす.
上記の行動仮説から， Rushton (1969)が提示した顕示空間選好モデル (revealedspace preference 
model) と同様に，分解的多属性選好モデルは，ロジットモデルに比べて，概念的に空間構造の影響
を受け難しEと考えられる.なぜなら，分解的多属性選好モデルの分析対象とロジットモデルの分析対
象は明らかに異なるからである.すなわち，分解的多震性選好モデルは環境認知から実擦の行動に至
る一連の意志決定過程を扱っている一方で，ロジットモデルは外部環境の一部である選択肢と顕示さ
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れた行動のみを扱っている.こうした，分析対象に関する両モデル間の相違を， Rushton (1969)が
用いた「空間における行動 (behaviorin space) J と「空間的行動 (spatialbehavior) J の対比でとら
えることができる.すなわち，顕示的な行動 (overtbehavior)のみを扱うロジットモデルは， Rush-
ton (1969)のいうところの，空間構造の影響を強く受けている「空間における行動」を分析の対象
としているといえる.一方，選択肢を認知し，ついで，認知した選択肢を評価した後に形成される他
人の選好を推定し，推定した選好を用いて，顕示された行動を予測することを目的としている分解的
多属性選好モデルは， Rushton (1969)がいうところの，空間構造から独立し， 1寺問や空1':¥と無関係で，
比較的安定していると考えられる「空間的行動J を分析の対象にしているといえる. したがって，空
間構造から独立した「空間的行動」を分析の対象としていることから，顕示空間選好モデルと|可様に，
分解約多属(:l/J選好モデルは空間構造の影響を受け難いといえよう.
Heijden and Timmermans (1988) は，分解的多属性選好モデルで抽出された選好の地理的な移転
可能性を検証している8) まず，彼らは，オランダのマースト 1)ヒト市において，ショッピングセン
ターに対する選好関数を推定した.つぎに，マーストリヒト市で得た選好関数を用いて，アインドホー
ヴェン市における 消費者行動の予測を試みている.結果として マーストリヒト市で得た選好関数
を用いて，アインドホーヴェン市における消費者行動を予測できることを彼らは証明した.このこと
は，選好モデルが地理的に移転可能で、あることを示している.換言するならば，選好モデルで推定し
たショ y ピングセンターに対ーする消費者の選好は空間構造から独立しているといえる.
このように， Heijden and Timmermans (1988) は選好モデルの地理的移転性を示したが，このモ
デルの地理的移転性を疑問視する研究者もいる.たとえば， Heijden and Timmermans (1988) とi可
様に，選好モデルの移転性を調べた Umesh(1987)は，このモデルが移転可能でないことを， Spデー
タ (statedpreference data) を用いて証明している9) また， Heijden and Timmermans (1988) によ
る研究は， Rushton (1969)が提示した顕示空間選好モデルに向けられた批判とi司じ過ちを踏襲して
いるとの指摘もある (Macleannanand Williams. 1979， 1980). すなわち，選好モデルで仮定されて
いる一連の意志決定過程の要素である外部環境の一部を構成する空間構造と，認知後に形成される選
好は，相互依存関係にあると考えられる (Bennettet al. 1985 ; Yamashita. 1993). したがって，空
間構造が選好に及ぼす影響を無視して，空間構造と選好を各々独自に抽出することは不可能である.
たとえば，空間構造と無関係であるという点で， 3歳児に対してショッピングセンターの選択に関す
る対面調査を実施することで，空間構造と無関係な選好構造を抽出することは可能かもしれない.な
ぜなら，大人と異なり，これら 3歳児の心理 (mind)は空間構造の影響をほとんど受けていないか
らである. しかし 空間に関する知識が不足している 3歳児にとって，最もふさわしい選択肢を選ぶ
ことは不可能であるし，まして，子供が，すべての選択肢を把握していると仮定すること自体，現実
性を欠いている. したがって，このような対面調査は，実際の消費者行動の解明を目的とした場合，
無意味である.他方，力[]齢にともなって，大人は選択紋に関する情報を増大させる一方で，空間的な
知識の増大に比例して，空間的な知識自体が空間]構造で代表される各種の制約によって歪められるこ
とも事実である.このことは，空間構造が選好へ及ぼす効果を選好モデルでも考慮する必要があるこ
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とを示唆している.最後に， Heijden and Timmermans (1988)の研究にあびせられた批判として，ショッ
ピングセンターの選択に関して マーストリヒト市で得られた選好関数がオランダ人の選好構造を表
わしており，他の留にも移転可能であることが検証されていない点をあげることができる.たとえば，
マーストリヒト市で得られた選好関数が臼本の消費者に対しても適応できるとは|浪らない.なぜなら，
Heijden and Timmermans (1988)が対象としたものはオランダの 2都市のみであり，この 2都市に
おいて選好関数が移転可能であることを吟味したにすぎないからである. したがって，オランダ以外
の他留においても，選好モデルで得られた選好関数が地理的に移転可能であることを明示する必要が
ある
これまで述べてきたように，幾人かの学者によってロジットモデルと選好モデルで代表される非集
計モデルの地理的移転性が示されているが，基本的に経済学者や心理学者がこれらの非集計モデルを
開発したのであり 地理学者が開発したモデルでない点を最後に指摘したい.このことは，経済学者
や心理学者の空間構造に関する知識が乏しいか，もしくは，この問題に対する関心が乏しいことから，
これらの非集計モデルが地理的に移転可能であると単純に断言することはできないことを意味してい
る. また，これまでに示したように，非集計モデルの地理的は移転性の問題に関して，実証的な研究
が波られていることは百定し難い事実である. したがって，地理学から，空間構造の影響を考慮でき
る新たな非集計モデルを提示する必要がある一方で，この新しいモデルを用いて，実証的な研究を行
う必要があるといえよう.
E 行動地理学における認識論的相違
本章では，非集計モデルを用いた研究とi時間地理学的な研究における認識論的な相違点を比較する
ことで，地理的移転性の議論に対する著者の疑問点を示す.
非集計モデルを用いた意志決定過程に関する研究と時間地理学的な研究は，双方とも，論理実証主
義に依拠し，個人の行動を対象として，個人の行動に関する一般性を追求している点で共通している
が，両者の目的は大きく異なっている 10) すなわち，非集計モデル研究者は，環境認知，選好，顕
示された行動等の分析を通じて，行動者の意志決定過程を解明することを目的としている(第 2図a). 
このとき，非集計モデル研究者は，個人の意志決定過程は環境から独立しており，結果として，非集
計モデルが地理的に移転可能であると暗に仮定している.一方で，時間地理学者は，物理的環境や社
会・経済・政治的環境が人間の行動を制約し 結果的に，このような制限された環境の中で人間が行
動していると仮定している (Trift，1981). すなわち， n寺開地理学者は，人間を，環境から独立した
存在としてでなく，環境の一部として考える傾向にある(第 2菌 b). したがって，時間地理学者は，
人間の行動を制限している各種の制約を解明することに主眼をおいている (Hagerstrand，1970 ; Pred， 
1977) 1]). 
しかし，非集計モデル研究者が抽出することを目指した意志決定過程，とりわけ選好が地理的に移
転可能であるとする仮定，すなわち，選好で代表される意志決定過程が環境から独立しているとする
仮定自体が，ある種の形而上学的な発想、であり，形而下の事象を取り扱う地理学者にとって，極めて
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形而下の存在である人間が環すなわち，受け入れ難い仮定であると断言できるのではないだろうか.
人間の活動に境から独立した選好という形市上的な存在のみの影響を受けて行動するとは言い難く，
直接的・間接的に影響を与えている環境の理解なしには人間の行動を真に理解することはできない
空間的相互作用モデルで代表される集計たとえば，先述したように，と，筆者は考えるからである.
ロジットモデルは，外部環境の一部である選択肢と外部環境の中で顕示された行動モデルと同様に，
のみを扱っている.ここで，外部環境と人間によって顕示された行動は明らかに形而下の事象である.
ロジットモデルロジットモデルが，形而下の事象のみを扱っているといえることから，したがって，
において，顕示された行動のような形而下の事象と，選好モデルで推定される選好のような形罰上的
空間構造の影響を強く受けている顕示された行動であこのことから，な存在との問に隔たりはない.
理念的にロジットモデルは地理的に移転不可能であるる「空間における行動J を分析している点で，
ひいては，ロジットモデルを援用する場合，各地点ごとに空間構造が異なり，なぜなら，といえる.
分解的多属これと異なり，空間構造の影響を受ける「空間における行動J は各々異なるからである.
このことから，形而上学的な存在で性選好モデルで明らかになる選好は架空の状況下で推定される.
しかし，多くの理論家が指摘すある選好は形市下の存在である空間構造の影響を受け難し 1といえる.
の問題が常に伴う分解的多属性効用モデルには外的信怒性 (externalvalidity) るように，
たとえ伺すなわち，1990 ; pp.12-13). 1984， pp. 209-211 ; Green and Srinivasan， ( Timmermans， 
この選好を用いて顕示された行動を予測できない場合もありうると定された選好が正しい場合でも，
このことは，形而上的な存在である選好を形陪下の存在である顕示された行動に内
たとえ分解約多属性選好モデルで|可定さそして，挿する際に大きな|翠難を伴うことを示唆している.
いう問題である.
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れた選好が顕示された行動を正{!{fに予測していると断言できる場合でさえも，人1M]の行動は外的な flil]
約の影響を常に受けているとする見解もある (Pirie，1976; Desbarats， 1983;神谷， 1984). すなわ
ち，このことは，先述したように，外部環境としての空間構造と選好で代表される意志決定過程の相
互依存関係のなかで生じる両者のフィードバック効果，とりわけ，空間構惣が選好に及ぼす影響を熊
視して，人間の行動をとえることは無意味であることを意味している. したがって，両者のフィード
バ yク効果をモデルにどのように内包するかが，今後，非集計ーモデルを設計するi努に考慮すべき課題
であるといえる
N むすび
本稿では，非集計モデルの地理I~~移転性を示す一方で，このモデルの地理的移転性の問題にほjする
著者の見解を，行動地理学において他の一角をなす時間地理学を参照することで示した. ところで，
非集計Aモデルの地理的移転性として表わされている時間や空間から独立した存在としての人間もしく
は選好と， 1寺l'Mi地理学で、扱われている 1寺空間内での各種の制約下での人間という対比は，地理学の古
典のなかにも見出せる.すなわち，行動原理としての選好の環境からの独立と環境の制約の中で行わ
れる行動の対比は，環境可能論と環境決定論の対比に一致する.すなわち 人間と環境の関係
(person -environment relationship) を観察する際に，人間に力点を置くか，環境に力点を置くかの認
識論の違いによって，研究自的と研究方法が自ずと異なってくると考えられる.このことは，制約と
しての外部環境の影響を強調する時間地理学が，生態論の焼き直しであるとする見解からも裏付けら
れるであろう (Gregory，1985， pp.309-312). すなわち，一定の時空間内で，各種のiltl]約を受けつ
つ活動してる人間を，外部環境に適合するだけの受動的な存在とする見解である. したがって，人間
は外部環境を改変することが可能であるにもかかわらず I寺I1c¥J:地理学では，環境改変の原動力となる
人間の志向性や選好を無視する傾向にあるといえる.一方，集計モデルや非集計モデルで仮定されて
いる人間は，時間地理学で仮定されている人間よりも能動的であるといえる.すなわち，集計モデル
や非集計モデルにおいて，外部環境ーから制約があるとはいえ，これらの制約にとらわれることのない，
環境から独立しこれら制約を克服することのできる能動的な人間像が想定されているのである. し
かし前章で示したように，非集計モデルが行動地理学における最良のツールであるとは言い難く，
これに時間地理学における制約の概念を加味することで，非集計モデルと時間地理学が有する欠点を
相互に補足した新たなモデルを IJ~3をする必要があるといえる.このことは 非集計モデルが依拠して
いる意志決定過程に関する概念と，時間地理学の依拠している人間の行動に制約を与えている外部環
境に関する概念を統合する必要があることを意味している 12)
本稿を終えるにあたり，地理的移転性の議論が，これまでのところ，非集計モデル研究者の開での
み議論されていることである点を指摘したい.このことは，非集計モデル研究者が人間の f生きられ
る場所」として空間を捕えておらず，者号機的な空間 (space) として場所を捕えていることに他なら
ない. したがって，集計モデルや非集計モデルが地理的に移転可能でないかを議論することは，円W:
機的な空間のみを分析することが，地理学的に，本当に意味があるのかJ という問題を，空間分析者
に投げかけているように筆者に忠われてならない.
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平成7年度末をもって筑波大学地球科学系を定年退官なされる奥野隆史先生にこの小論を奉げます
1 )管見の IU~ りでは，多項ロジットモデルの地理的移
転性の問題は， McCarthy (1982)の論文をJl誇矢と
して， 1980年代から議論されている. McCarthy 
(1982)は，サンフランシスコ市を事例地域とした
通勤流動に!認する研究で，多項ロジットモデルが地
型的に移転可能であると結論づけている. しかし，
Galbraith and Hensher (1982)は，シドニー市を事
例とした通勤流動に関する研究で，多J1~ ロジットモ
デルが地理的に移転不可能であることを明らかにし
ている.多項ロジットモデルの地理的移転性を扱っ
た他の研究として， Koppelman and Wilmot (1982) 
やKoppelmanand Pas (1986) をあげることができ
る.近年では， Lo (1991， 1992) は，競合着地モ
デルと比較することで，多項ロジットモデルの一種
であるトランスロジットモデルが地理的に移転可能
であることをシュミレーションを用いて証明してい
る
2 )ロジットモデルの導出と，このモデルの地理学的
研究へのj忘用に関しては， Wrigley (1985) を参照
されたい.
3 )ネステイッドロジットモデルの導!ilと，このモデ
ルの地理学的研究へのj忘用に関しては，杉浦 (1992)
を参照されたい.
4 )両モデルの発想法が同じであるとする筆者の見解
は，荷モデルが近接性項を導入している点で発想、法
が類似しているとする点にのみ力点をおいている
しかし，競合着地モデルを開発する過程で，
Fotheringham (1983) は階層的意志決定プロセス
hierarchical decision-making processを提唱してお
り，着地の選択に関する限り，この考えは，ネス
テイッドロジットモデルに近い発想、法であるといえ
る.
5 ) Fotheringham (1983)による定義と同様に，本稿
でも，空間構造を発地や着地の空間的な配置と定義
する. したがって， Ishikawa (1990)のいう空間構
造とは r最終的な着地である，都道府県群の相対
的な空間的配置」と解釈できる.
6 )ネステイッドロジットモデルにおける階層の妥当
性を合成関数のパラメータによって測定できる.こ
?
のことは，地図パターン問題の文脈でネステイッド
ロジットモデルを利用した場合，このモデルを用い
る以前に伺定した空間構造の妥当性を，合}玄関数の
パラメータを用いて測定できることを意味してい
る.合!玄関数のパラメータの推定に関しては，
Wrigley (1985， pp.329-332)に詳述されている
7 )分解的多属性選好モデルの導出と，このモデルの
特性に関しては， Louviere (1988) と若手本(1992)
を参照した.このモデルを用いた近年の研究動Iri]と，
このモデルの問題点に関しては Louviereand 
Timmermans (1990) とTimmermansand Golledge 
(1990)に詳述されている.
8 ) Heijden and Timmerans (1988)以外にも， Eagle 
(1988)は文脈効果 (contexteffect) を考慮できる
分解的多属性選好モデルを提示している
9) RDデータ revealeddataを用いた分解的多属性選
好モデルが，人口移動，消費者行動， J苦住地の選択
といった顕示された行動 (revealedbehavior)を扱
う一方で， SPデータを用いた分解的多属性選好モ
デルは，口述された選好 (statedpreference)を扱っ
ている. したがって，選好が顕示的な行動へ表象さ
れる過程で，記Dデータが，物理的なf1J1J約や社会経
済的な制約の影響を受け易いとされることから，
SPデータを用いることでより純粋な選好を抽出で
きるとされている (Vyvere，1994， p.190). また，
森)1 (1992) は， RDデータと SPデータを比較す
ることで，時者の長短所を詳締に展望している.た
だし，森川(1992)の展望はロジットモデルを前提
としたものである.
10) Golledge and Stimson (1987， pp.1-13)は，ロジッ
トモデルや分解的多属性選好モデルで代表される非
集計モデルを用いた研究と，時間地理学的な研究の
双方を包括する用語として分析的な行動地理学
(analytical behavioral geography)を用いている.
彼らの用法によれば，広義の行動地理学が分析的な
行動地理学と人文主義的な地理学 (humanistic 
geography) を包括する一方で，分析的な行動地理
学が論理実証主義に依拠し，行動の一般性を追求す
ることを呂的としている点で，人文主義的な地理学
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と対置できるとされる
11) 日本で、行われた実証的な研究で、は， u寺11]地理学の
網状モデル (webmodel) を地!虫学的な表現方法と
してのみ利用し， HiIJ約分析さえ行っていなし寸ijf究が
しばしばみられるが，これらのiI庁究は， Il寺 111]地 J~41学
の基礎となっている先述の認識論的な視座を若しく
欠いている(須!JJ，1993). したがって，地向学的
な手法という目的だけに網状モデルを用いることを
今詮避けるべきである.ただ，近年， u寺1m地理学的
な研究は様々な方向性を示している. したがって，
「時間地理学工制約分析J と解釈することは， Il寺1M]
地理学の多様な方向性を無視した，短絡的な解釈で
ある.本稿で扱えなかった 時間地理学の近年の動
向を)1仁1.神谷(1991)や Hallin(1991)が展望し
ている
12) Kondo and Kitamura (1987)や Nishiiand Kondo 
(1992 )は非集計モデルにHJlj約の要素を加味したハ
イブリッドモデルを開発している.ここで， Konclo 
による一連の研究がオックスフォード大学で開発さ
れたアクセシピリティーアプローチに基づく研究で
あり，これらの研究が， Lenntorp (1976， 1978)の
論文を基礎とする時間地理学的な期ヲEから派生して
いる点は注自に値する.
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A Note on Geographical Transferability of Disaggregate Models 
J un Y AMASHIT A 
The present note briefly reviewed geographical transferability of disaggregate models. In this 
note， multinomial logit model and decompositional multiattribute preference model represented the 
disaggregate models because geographers often utilized these models in their studies. The second 
section dedicated to presentation of the geographical transferability of both nested logit model and 
logit model with accessibility term. This section also showed transferability of the decomposition合
計 preferencemodels. 1n the third section， we revealed meaninglessness of the discussion about 
transferability of disaggregate models， as demonstrated difference in epistemological thoughts be-
tween disaggregate modelers and time geographers. The final section presented some directions in 
analytical behavioral geography in the near future. 
